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◆東京都が条例を採択◆東京都が条例を採択◆東京都が条例を採択◆東京都が条例を採択    

東京都は、自転車通勤を認めている企業

に対して従業員が駐輪場を確保している

ことの確認を義務付け、自転車販売店に対

して道交法に違反する自転車の販売を規

制することなどを内容とする条例を採択

しました。 

こうした条例は全国で初めてで、７月１

日から施行されます。ただし、罰則は設け

られていません。今後、このような動きが

他の自治体にも広がる可能性があります。 

 

◆就業規則に明示がない場合も対象に◆就業規則に明示がない場合も対象に◆就業規則に明示がない場合も対象に◆就業規則に明示がない場合も対象に    

また、就業規則で自転車利用を禁止して

いない企業に対しては、通勤で利用する従

業員用の駐輪スペースを確保することも

義務付けています。 

自転車通勤を積極的に禁止していない

と、この条例が規定する内容に抵触する可

能性があるようです。 

 

◆事故により使用者責任◆事故により使用者責任◆事故により使用者責任◆事故により使用者責任ののののリスクもリスクもリスクもリスクも    

健康への関心の高まりなどから自転車

通勤をする人が多くなっていますが、自転

車通勤の実施には、従業員にも会社にも次

のようなリスク・負担を伴います。 

（１）交通法規や交通規制に対するリスク 

（２）交通事故を引き起こしたり，事故に

巻き込まれたりするリスク 

（３）駐輪場の確保などの物理的な負担 

 

企業としては、まずは自転車通勤を認め

るかどうかについての検討が必要です。認

める場合にはルールを作っておかないと、

従業員が起こした事故により使用者責任

を問われる可能性もあります。また、通勤

手当の取扱いについても検討する必要が

あるでしょう。 

 

◆自転車損害◆自転車損害◆自転車損害◆自転車損害賠償賠償賠償賠償保険への加入等保険への加入等保険への加入等保険への加入等    

現在、自転車通勤を黙認しているような

会社では、ひとたび事故が発生してしまっ

た際には、会社にとっても従業員にとって

も不幸な結果となってしまいます。 

就業規則の見直しと併せて、自転車通勤

を認める場合は、保険への加入を義務付け

る必要がありそうです。 
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◆健康保険の「被扶養者」とは？◆健康保険の「被扶養者」とは？◆健康保険の「被扶養者」とは？◆健康保険の「被扶養者」とは？    

健康保険の被扶養者の範囲は次の通り

とされています。 

１．被保険者の直系尊属、配偶者（事実上

婚姻関係と同様の人を含む）、子、孫、

弟妹で、主として被保険者に生計を維

持されている人 （同居を要件としない）（同居を要件としない）（同居を要件としない）（同居を要件としない） 

２．被保険者と同一の世帯で主として被保

険者の収入により生計を維持されてい

る次の①～③の人（同居を要件とする）（同居を要件とする）（同居を要件とする）（同居を要件とする） 

① 被保険者の三親等以内の親族（１．に

該当する人を除く） 

② 被保険者の配偶者で、戸籍上婚姻の届

出はしていないが事実上婚姻関係と同

様の人の父母および子 

③ 前②の配偶者が亡くなった後におけ

る父母および子 

 

◆◆◆◆年収年収年収年収 130130130130万円未満万円未満万円未満万円未満等等等等の生計維持要件の生計維持要件の生計維持要件の生計維持要件    

 「生計維持を維持されている人」とは、

生計の基礎を被保険者に置くことをいい、

次により判定されています。 

①認定対象者が同一世帯の場合 

 認定対象者の年収が130万円未満（60

歳以上又は障害者の場合は 180 万円未

満）、かつ、原則として被保険者の年収

の２分の１未満であること 

②認定対象者が同一世帯に属さない場合 

   認定対象者の年収が 130 万円未満（前

同）、かつ、原則として被保険者からの

援助（仕送り）による収入額より少な

いこと。 

 

◆被扶養者認定の留意点◆被扶養者認定の留意点◆被扶養者認定の留意点◆被扶養者認定の留意点    

ところが、上記の要件を満たさない者を

被扶養者として申告してしまっているこ

とにより、結果として本来保険給付を受け

るべきでない人が保険給付を受けてしま

い、被保険者の保険料負担増の一因となっ

てしまっていることがあります。 

具体的には、子が就職して被扶養者要件

に該当しなくなってもそのままにしてい

る場合、妻のパート収入が 130 万円を超

えた場合、生計維持関係のない両親等を被

扶養者に含めて申告していたりする等で

す。 

 

◆被扶養者資格の再確認の実施について◆被扶養者資格の再確認の実施について◆被扶養者資格の再確認の実施について◆被扶養者資格の再確認の実施について    

協会けんぽでは、５月末から７月末まで

の間、被扶養者資格の再確認を実施してお

り、今年度も５月末から順次、被扶養者の

リストが事業主宛てに送られてきます。 

 

再確認の対象となるのは、被扶養者のう

ち、「2013年４月１日において 18歳未満

の被扶養者」と「2013 年４月１日以降に

被扶養者認定を受けた被扶養者」を除く人

です。 

 

リストが送られてきたら 

① 該当被扶養者が現在も健康保険の被

扶養者の条件を満たしているか確認の

うえ、被扶養者状況リスト（２枚目は

事業主控）に必要事項を記入し、事業

主印を押し、 

② 確認の結果、削除となる被扶養者につ

いては、同封の被扶養者調書兼異動届

を記入し、該当被扶養者の被保険者証

を添付し、 

③ ①および②を同封の返信用封筒にて

提出します。 

 

すると、協会けんぽで確認のうえ年金事

務所へ回送され、年金事務所で扶養者調書

兼異動届の内容審査および削除処理が行

われ、被扶養者（異動）届の「控」が事業

主宛てに送られてくることとなります。 
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◆基本手当の不正受給の実態◆基本手当の不正受給の実態◆基本手当の不正受給の実態◆基本手当の不正受給の実態    

雇用保険の基本手当は、労働の意欲およ

び能力を有しながら働くことができずに、

求職活動を行っている方の生活の安定と早

期再就職を促進するための給付ですが、い

わゆる「不正受給」に当たるケースがある

ことが確認されています。 

厚生労働省の発表によると、2005年から

2009 年までの間に４万件超の不正が確認

されていますが、氷山の一角に過ぎないと

も言われています。 

基本手当等の給付は、被保険者等が負担

する保険料によって賄われているものです

ので、当然、同省もこのようなケースを見

過ごすことはできず、法改正等の対応によ

り対策を講じており、件数が減少する傾向

になっていましたが、リーマンショックの

影響があった 2009年度は前年度比で 20％

近く件数が増えています。 

 

◆不正受給対策の内容◆不正受給対策の内容◆不正受給対策の内容◆不正受給対策の内容    

不正受給で多いケースは、基本手当を受

給しているにもかかわらず、求職活動の実

態がないケース、求職活動の結果、再就職

できたにもかかわらず、その報告をしない

で基本手当を受給し続けるというケースが

大半を占めます。 

そのため、ハローワークでは失業認定申

告書に具体的な求職活動の内容を記載させ

たり、申告書に書かれた企業等に実際に応

募があったかどうかの確認をとったりして、

求職活動の実態を調査しています。 

また、不正受給が発覚した場合には「２

倍返し」「３倍返し」させる等の厳しいルー

ルを設けることで、不正受給を抑止する効

果をねらっています。 

 

◆本人確認の徹底◆本人確認の徹底◆本人確認の徹底◆本人確認の徹底    

さらに、基本手当の受給を申請するとき

には、離職票のほか、本人確認書類（運転

免許証や写真付き住民基本台帳カード等）

や本人名義の通帳等を持参して受給資格の

決定を受けた後、受給説明会等を経て、指

定した口座に給付が振り込まれることとな

ります。 

この本人確認について、今年４月１日よ

り雇用保険法施行規則が改正され、受給資

格決定時だけでなく、受給資格決定後にお

いても、本人確認書類の提出を求めること

ができることとされました。 

 

一般の受給資格者の基本手当給付日数（自己都合退職者一般の受給資格者の基本手当給付日数（自己都合退職者一般の受給資格者の基本手当給付日数（自己都合退職者一般の受給資格者の基本手当給付日数（自己都合退職者等）等）等）等）    
被保険者算定基礎期間 10年未満 10年以上 20年未満 20年以上 

 全年齢 90日 120日 150日 

（就職困難者については、算定基礎期間 1年未満の者 150日、1年以上 45歳未満 300日・45歳以上 65歳未満 360日） 

 

特定受給資格者等特定受給資格者等特定受給資格者等特定受給資格者等の基本手当給付日数の基本手当給付日数の基本手当給付日数の基本手当給付日数（会社理由退職（会社理由退職（会社理由退職（会社理由退職者者者者等）等）等）等）    

被保険者算定基礎期間 1年未満 
1年以上 5年以上 10年以上 

20年以上 
5年未満 10年未満 20年未満 

30歳未満 

90日 

90日 120日 180日 ― 

30歳以上 35歳未満 90日 180日 210日 240日 

35歳以上 45歳未満 90日 180日 240日 270日 

45歳以上 60歳未満 180日 240日 270日 330日 

60歳以上 65歳未満 150日 180日 210日 240日 
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●政府が最低賃金の引上げを検討●政府が最低賃金の引上げを検討●政府が最低賃金の引上げを検討●政府が最低賃金の引上げを検討    

政府が最低賃金の引上げを目指す考えを

示し、６月の成長戦略にも盛り込まれる見

込みであることがわかった。低所得者の処

遇改善につなげることが目的で、引上げが

大きな負担となる中小企業の支援策につい

ても議論を進める方針。（4月 24日） 

 

●「国保運営は都道府県に」政府会議●「国保運営は都道府県に」政府会議●「国保運営は都道府県に」政府会議●「国保運営は都道府県に」政府会議    

政府の社会保障制度改革国民会議が医

療・介護に関する議論の整理を行い、国民

健康保険の運営について、「市町村」から「都

道府県」に移管すべきとの意見で一致した

ことがわかった。2011年度における国民健

康保険の実質収支は 3,022 億円の赤字で、

運営の広域化により財政基盤を強めるのが

狙い。（4月 23日） 

 

●育児休業「３年に延長」を提言●育児休業「３年に延長」を提言●育児休業「３年に延長」を提言●育児休業「３年に延長」を提言    

政府の産業競争力会議が女性労働力の活

用についての提言を行い、現在は１年半ま

で認められている育児休業について、子ど

もが３歳になるまで取得できるようにする

こと等が盛り込まれた。政府が６月にまと

める成長戦略に盛り込まれる見込み。（4月

19日） 

 

●国交相が建設業団体に賃上げを要請●国交相が建設業団体に賃上げを要請●国交相が建設業団体に賃上げを要請●国交相が建設業団体に賃上げを要請    

太田国土交通大臣は、建設業関連４団体

の代表らと会談し、公共工事などに従事す

る作業員の賃金の引上げを要請した。人手

不足の解消を図ることなどが目的で、大臣

が建設業界に対して賃上げを直接要請する

のは初めてのこと。（4月 19日） 

 

 

●「障害者雇用促進法改正案」を閣議決定●「障害者雇用促進法改正案」を閣議決定●「障害者雇用促進法改正案」を閣議決定●「障害者雇用促進法改正案」を閣議決定    

政府は、これまで身体障害者と知的障害

者を対象としていた障害者雇用促進法につ

いて、2018年４月から精神障害者の雇用を

企業等に義務付ける改正案を閣議決定した。

「法定雇用率」については企業の負担を考

慮して段階的に引き上げていく方針。（4月

19日） 

 

●事務処理ミスで●事務処理ミスで●事務処理ミスで●事務処理ミスで 1,3001,3001,3001,300 件の年金支給漏れ件の年金支給漏れ件の年金支給漏れ件の年金支給漏れ    

厚生労働省・日本年金機構は、公的年金

の記録を訂正する事務処理に関して約

1,300件の誤りがあり、約 10億円の支給漏

れがあったことを発表した。機構が記録訂

正時の事務処理手続を統一できていなかっ

たことが原因で、支給漏れの件数は今後も

増える見込み。対象者には７月から追加支

払いを行う方針。（4月 17日） 

 

●●●●70707070～～～～74747474 歳の医療費負担「引上げを検討」歳の医療費負担「引上げを検討」歳の医療費負担「引上げを検討」歳の医療費負担「引上げを検討」    

安倍総理大臣は、現在は特例により「１

割」に据え置いている 70～74歳の高齢者の

医療費窓口負担について、本来の「２割」

に引き上げる考えを示した。衆議院予算委

員会で示したもので、引上げの時期につい

ては明言しなかった。（4月 17日） 

 

●人口減少が過去最大の●人口減少が過去最大の●人口減少が過去最大の●人口減少が過去最大の 28282828 万人万人万人万人    

総務省が 2012年 10月１日現在の人口推

計を発表し、総人口が１億 2,751 万 5,000

人（前年比 28万 4,000人減）となり、統計

を取り始めた 1950 年以降において減少

数・減少率ともに過去最大を更新したこと

がわかった。65 歳以上の人口は 3,079 万

3,000人だった。（4月 17日） 

 


